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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 第８期より連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) ― ― ― ― 6,429,240

経常利益 (千円) ― ― ― ― 1,885,256

当期純利益 (千円) ― ― ― ― 1,487,285

純資産額 (千円) ― ― ― ― 10,887,619

総資産額 (千円) ― ― ― ― 13,294,771

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 22,932.65

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― ― 3,277.81

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 3,152.84

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 81.9

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― 19.1

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 107.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― 2,463,525

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― △295,988

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― 5,055,294

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― ― ― ― 11,870,021

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
―

〔―〕

―

〔―〕

―

〔―〕

―

〔―〕

167

〔 89〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 619,197 965,741 1,563,134 2,870,900 5,358,218

経常利益(△経常損失) (千円) △533,532 △213,451 227,469 443,500 1,216,364

当期純利益 
(△当期純損失)

(千円) △876,569 △277,263 203,327 439,700 1,208,152

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,625,119 1,625,182 696,519 2,002,826 4,284,376

発行済株式総数 (株) 132,031 132,032 132,719 150,311 474,765

純資産額 (千円) 972,531 695,393 904,087 4,649,323 10,418,490

総資産額 (千円) 1,108,987 919,988 1,373,495 5,517,410 11,899,540

１株当たり純資産額 (円) 7,365.94 5,266.86 6,812.04 30,931.36 21,944.52

１株当たり配当額 
(内、１株当たり中間配当
額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
(△１株当たり当期純損
失)

(円) △6,804.71 △2,099.97 1,535.23 3,248.96 2,662.63

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 3,229.68 2,561.12

自己資本比率 (％) 87.7 75.6 65.8 84.3 87.6

自己資本利益率 (％) ― ― 25.4 15.8 16.0

株価収益率 (倍) ― ― ― 219.1 132.2

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 116,015 504,719 809,631 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △141,464 △211,112 △286,814 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 125 1,125 3,279,897 ―

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― 549,744 844,477 4,647,190 ―

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
62

〔 18〕

70

〔 28〕

101

〔 35〕

129

〔 46〕

149

〔 63〕



(注) １ 第８期より連結財務諸表を作成しているため、第８期の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及

び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 

２ 第５期、第６期、第７期及び第８期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日

本監査法人の監査を受けておりますが、第４期については、当該監査を受けておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、第７期までは関連会社が存在しないため記載しておりま

せん。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第４期はストックオプションに係る新株引受権の残高は

ありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できないこ

と、また１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。また、第５期においては、ストックオプ

ションに係る新株引受権及び新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、期中平均株価が把握できないこと、また１株当たり当期純損失であるため、記載しておりま

せん。第６期においては、ストックオプションに係る新株引受権及び新株予約権の残高はありますが、当社

株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので、記載しており

ません。 

６ 自己資本利益率につきましては、第４期及び第５期は当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

７ 第４期、第５期及び第６期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていない

ため、記載しておりません。 

８ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

   ９ 当社は、平成17年11月18日付で普通株式１株を３株に株式分割いたしました。この影響を加味し、遡及修正

を行った場合の１株当たり指標を参考までに掲げると以下のとおりとなります。 

 
  

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

１株当たり純資産額 (円) 2,455.31 1,755.62 2,270.68 10,310.45

１株当たり配当額
(円)

― ― ― ―

（内、１株当たり中間配当額） (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
(円) △2,268.24 △699.99 511.74 1,082.99

（△１株当たり当期純損失）

潜在株式調整後
(円) ― ― ― 1,076.56

１株当たり当期純利益



２ 【沿革】 

 
  

平成11年３月 インターネット上のオークションサイトの企画・運営を行うことを目的として、

東京都世田谷区下馬四丁目20番６号に有限会社ディー・エヌ・エーを設立

平成11年８月 株式会社に組織変更し、株式会社ディー・エヌ・エーとなる 

本社を東京都渋谷区富ヶ谷一丁目17番９号に移転

平成11年10月 本社を東京都渋谷区神山町５番３号に移転

平成11年11月 オークションサイト「ビッダーズ」のサービスを開始

平成12年７月 提携サイトに対し電子商取引(以下「ＥＣ」という。)のプラットフォームを提供

する「ビッダーズＥＣプラットフォーム」のサービスを開始

平成12年12月 本社を東京都渋谷区幡ヶ谷二丁目19番７号に移転

平成13年２月 リサイクル総合情報サイト「おいくら」のサービスを開始

平成13年５月 会員制ＥＣ支援サービス「クラブビッダーズ」を導入し、オークション＆ショッ

ピングサイト「ビッダーズ」にリニューアル

平成14年12月 オークション＆ショッピングサイト「ビッダーズ」のショッピングサービスを

「ビッダーズショッピング」として拡充

平成15年10月 ＥＣに関するソリューションサービスを開始

平成16年３月 株式会社インデックスと提携し、携帯電話専用オークションサイト「モバオク」

のサービスを開始

平成16年３月 本社を東京都渋谷区笹塚二丁目１番６号に移転

平成16年６月 携帯電話向け総合ショッピングサイト「ポケットビッダーズ」のサービスを開始

平成16年７月 アフィリエイトネットワーク「ポケットアフィリエイト」のサービスを開始

平成17年１月 ＫＤＤＩ株式会社と提携し、モバイルオークションサイト「ａｕオークション」

のサービスを開始

平成17年２月 株式会社東京証券取引所マザーズ市場に上場

平成17年６月 携帯電話専用オークション事業を会社分割し、株式会社モバオク（現連結子会

社）を設立

平成18年２月 ＫＤＤＩ株式会社と提携し、ｅショッピングモールサイト「au Shopping Mall」

のサービスを開始

平成18年２月 携帯電話専用ゲームサイト「モバゲータウン」のサービスを開始

平成18年２月 株式会社千趣会との合弁で株式会社モバコレ（現連結子会社）を設立

平成18年３月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行に対し、第三者割当増資を実施



３ 【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び当社の連結子会社２社で構成され、インターネットを活用した消費者向け

電子商取引（以下「ＥＣ」）の分野を中心に、日本国内において事業を営んでおります。 

 当社グループの主な事業内容及び当社と主な関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであり

ます。なお、下記の区分は「第５ 経理の状況 １(1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セ

グメント情報の区分と同一であります。 

  

 
(注) １ 「ａｕオークション」及び「au Shopping Mall」は、ＫＤＤＩ株式会社の携帯電話によるイン

ターネット接続サービス「ＥＺｗｅｂ」向けに「ａｕ」ブランドで提供しているサービスで

す。 

２ アフィリエイトサービスは成果報酬型の広告サービスであり、Webサイトやメールマガジンの管

理者が広告主のサイトへのリンクを貼り、そのWebサイト等を訪れた人がリンクを経由して広告

主のサイトで商品の購入等を行った場合に、Webサイト等の管理者に報酬が支払われる仕組みの

サービスです。 

３ 当社は、他社が運営するポータルサイト及びインターネットサービスプロバイダーのサイトに対し、「ビッ

ダーズ」で構築したオークションシステムのプラットフォームを提供しております。当社のその他の関係

会社であるソニーコミュニケーションネットワーク株式会社が運営する「So-net(ソネット)」は、この

「ビッダーズＥＣプラットフォーム」の提携サイトの一つであります。 

４ 「ポケットビッダーズ」及び「au Shopping Mall」は携帯電話向けのサイトですが、商品デー

タベースが「ビッダーズ」と共有であるなど、パソコンからアクセスする「ビッダーズ」と連

動したサービスであるため、Webコマース事業に分類しております。 

  

事業の種類別 
セグメント

主要サービス 事業主体

モバイル事業

携帯電話専用オークションサイト「モバオク」 

モバイルオークションサイト「ａｕオークション」（注１）

株式会社モバオク 

（連結子会社）

アフィリエイトネットワーク「ポケットアフィリエイト」（注２） 当社

携帯電話専用ゲームサイト「モバゲータウン」 当社

携帯電話専用ファッション系ショッピングサイト「モバコレ」
株式会社モバコレ 

（連結子会社）

Webコマース事業

オークション＆ショッピングサイト「ビッダーズ」（注３） 当社

携帯電話向け総合ショッピングサイト「ポケットビッダーズ」 

eショッピングモールサイト「au Shopping Mall」（注１、４）
当社

ソリューション事業 ＥＣ関連のソリューションサービスの提供 当社



当社グループの事業の系統図は、以下のとおりであります。 

  

 

  

(注) １ 個人事業主を含んでおります。また、当社の非連結子会社である株式会社ディー・スタイルを含んでおりま

す。 

２  当社のその他の関係会社であるソニーコミュニケーションネットワーク株式会社が運営する「So-net(ソネ

ット)」は「ビッダーズＥＣプラットフォーム」の提携サイトであります。 

３ 当社の連結子会社である株式会社モバオクが運営しております。 

４ 当社の連結子会社である株式会社モバコレが運営しております。 



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 有価証券報告書の提出会社であります。 

   ２ 議決権の被所有割合は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を受けているため、その他の関係会社

としたものであります。 

   ３ 株式会社モバオクについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

主要な損益情報等 

 ①売上高      1,261,437千円 

 ②経常利益      681,553千円 

 ③当期純利益     410,526千円 

 ④純資産額      777,206千円 

 ⑤総資産額     1,321,940千円 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 全社(共通)は管理部門の従業員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は当社から当社外への出向者を除く就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 従業員数が最近１年間において20名増加しておりますが、これは業容拡大に伴う新規採用であります。 

４ 平均年間給与は、賞与を含んでおります。 

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
[被所有]割合 
(％)

関係内容

(その他の関係会社)

ソニーコミュニケーションネッ
トワーク株式会社 
(注)１

東京都品川区 7,965
インターネット接続サ
ービス及び総合オンラ
インサービス

[19.1]
(注)２

電子商取引(ＥＣ)のプラッ
トフォームの提供 
ネットワーク関連設備等の
ハウジングサービスの利用 
役員兼任１名

(連結子会社)

株式会社モバオク 
（注３）

東京都渋谷区 200
携帯電話専用オークシ
ョンサイトの運営

70.0

広告取引並びにシステム運
用・保守及び管理業務の委
託取引
役員兼任３名

(連結子会社)

株式会社モバコレ 東京都渋谷区 200
携帯電話専用ショッピ
ングサイトの運営

51.0

広告取引並びにシステム運
用・保守及び管理業務の委
託取引 
役員兼任３名 
 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

モバイル事業 43〔30〕

Webコマース事業 79〔50〕

ソリューション事業 7〔 1〕

全社（共通） 38〔 8〕

合計 167〔89〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

149〔63〕 30.7 2.5 5,612



  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  



第２ 【事業の状況】 

当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、連結初年度ですので、連結財務諸表

数値について前年同期との対比は行っておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 国内のＥＣ市場は、パソコンについてはブロードバンド（高速インターネット回線）、携帯電話に

ついては高速データ通信や定額料金制の普及等を背景に成長過程にあります。平成17年12月末現在、

FTTH、DSL等の主要なブロードバンド契約数は2,237万契約を数え、インターネット接続サービス契約

数の72.6％を占めております（総務省調べ）。また、平成18年３月末現在、高速データ通信が可能な

第三世代携帯電話加入者数は4,833万人を数え、加入者全体の52.7％を占めております（電気通信事

業者協会調べ）。 

 このような状況の下、当社グループは、モバイル事業、Webコマース事業及びソリューション事業

を３本柱とする事業体制により、引き続き規模の拡大に取り組みました。特に携帯電話専用オークシ

ョンサイト「モバオク」（「ａｕオークション」を含む。以下同じ。）の有料化やアフィリエイトネ

ットワーク「ポケットアフィリエイト」の拡大により、モバイル事業の売上、利益が大幅に伸長いた

しました。一方、Webコマース事業においても、携帯電話向け総合ショッピングサイト「ポケットビ

ッダーズ」が好調に推移し、総取扱高の増加に貢献いたしました。 

 以上の結果、当連結会計年度における総取扱高（注１）は前期比103.6％増の81,039百万円とな

り、また、当社グループの売上高は6,429,240千円、経常利益は1,885,256千円、当期純利益は

1,487,285千円となりました。 

 （注）１．総取扱高は当社グループが運営するＥＣサイト（Webサイト及びモバイルサイト） 

      における売買成立高の合計額であり、「ビッダーズ」及びその提携サイト、「ポケ 

      ットビッダーズ」「au Shopping Mall」、「モバオク」、「ａｕオークション」を 

      集計対象としています。 

  

① モバイル事業 

 当連結会計年度におきましては、平成17年６月に携帯電話専用オークション事業を会社分割により

分社化し、株式会社モバオクを設立いたしました。同社はＫＤＤＩ株式会社と業務・資本提携によっ

て協力関係を構築し、平成17年７月１日から「モバオク」において月額利用料315円（税込）の課金

を開始いたしましたが、有料会員数が順調に増加し、売上、利益に大きく貢献いたしました。第４四

半期には屋外広告やテレビコマーシャル等、積極的な広告宣伝活動も展開いたしました。以上の結

果、当連結会計年度末の有料会員数は60万人、期末出品数は211万品となり、当連結会計年度におけ

る取扱高は56,056百万円となりました。 

 「ポケットアフィリエイト」については、営業活動の強化により広告主及び媒体数が順調に拡大い

たしました。モバイル広告市場においてアフィリエイトサービスに対する需要が拡大する中、規模的

に優位性がある当社グループのサービスに対する注目度が高まったこともあり、当連結会計年度末の

累積媒体主数は16万４千、平成18年3月の月間クリック数は2,536万回となりました。 

 これらに加え、新たな収益基盤構築に向けた取り組みも進展いたしました。まず、平成18年２月に

携帯電話専用ゲームサイト「モバゲータウン」を開始いたしました。ゲームに加え、日記、掲示板、

サークル、アバター等のコミュニティ機能が好評で会員数が急速に増加し、当連結会計年度末には21

万人となりました。また、平成18年２月には株式会社千趣会との合弁で、モバイルＥＣを中心とした

物販事業を行う株式会社モバコレを設立いたしました。さらに、平成18年３月には、インターネット

及び携帯電話上での決済サービスを提供する合弁会社（株式会社ペイジェント、平成18年５月１日設



立）の設立等を目的として、株式会社三菱東京UFJ銀行と業務・資本提携を行いました。 

 以上の結果、モバイル事業の売上高は2,793,708千円、営業利益は1,135,998千円となりました。 

  

② Webコマース事業 

 当連結会計年度におきましては、主に「ポケットビッダーズ」の強化に取り組みました。その一環

として、平成18年２月からＫＤＤＩ株式会社との協業によるｅショッピングモールサイト「au 

Shopping Mall」を開始いたしました。また、インターネットでは「ビッダーズ」でしか購入できな

い有名パティシエのスイーツを取り扱う「お取り寄せスイーツ」のコーナーを中心に、テレビ、雑誌

等のメディアへの露出を強化し、「ビッダーズ」の知名度向上に取り組みました。サイトの安全面に

関しては、店舗がユーザのクレジットカード情報を取得せずに決済が行える仕組みの導入をはじめと

する個人情報保護体制の強化や、知的財産権侵害品の出品を取り締まるパトロール人員の増員等の体

制強化を行いました。 

 さらに、平成18年１月には、「ビッダーズ」のアフィリエイトシステムを他社にも開放し、Webサ

ービス対応のアフィリエイトASP「アフィリエイト 2.0」（注２）のサービス提供を開始いたしまし

た。 

 以上の結果、当連結会計年度末の「ビッダーズ」の会員数は前期末比110万人増の420万人、期末出

品数は同45万品増の206万品、ショッピングサービスを提供する有料法人会員組織「クラブビッダー

ズ」加盟店舗数は同385店増の2,311店となりました。また、当連結会計年度のWebコマース事業の取

扱高は前期比32.0％増の24,982百万円、売上高は2,759,202千円、営業利益は823,814千円となりまし

た。 

 （注）２．Webサービスは、インターネットの標準規格を利用しアプリケーションやシステム 

      サーバーにアプリケーションを置き、インターネットを通じて利用者にレンタルす 

      るサービス提供方式です。 

  

③ ソリューション事業 

 当連結会計年度におきましては、前期に続き、顧客との共同事業化を視野に入れた活動を展開して

まいりました。その中で、平成19年３月期以降の事業拡大に向けての検討、準備のため、徐々に経営

資源のシフトを実施し、同時に案件を絞り込むことによって収益性を向上させました。 

 以上の結果、当連結会計年度におけるソリューション事業の売上高は876,329千円、営業利益は

353,352千円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は11,870,021千円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは2,463,525千円となりました。主な収入要因は、税金等調整前

当期純利益1,880,927千円及び未払金の増加による収入447,915千円であり、主な支出要因は売上債権の

増加による支出369,416千円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは295,988千円となりました。主な支出要因は、ソフトウェアの

開発に伴う無形固定資産の取得による支出150,196千円であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは5,055,294千円となりました。主な収入要因は、当社の株式会

社三菱東京UFJ銀行に対する第三者割当増資等による株式の発行による収入4,559,294千円であります。

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。 

  

(2) 受注状況 

 受注生産を行っておりませんので、受注状況に関する記載はしておりません。 

  

(3) 販売実績 

 当連結会計年度における事業の種類別セグメントの販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比(％)

モバイル事業 2,793,708 ―

Webコマース事業 2,759,202 ―

ソリューション事業 876,329 ―

合計 6,429,240 ―



３ 【対処すべき課題】 

 当社グループが対処すべき主要な課題は以下のとおりであります。 

  

(1) モバイル市場における競合への対応 

 モバイル市場においては競合他社も取り組みを強化しており、今後競争が一層激しくなっていくもの

と思われますが、市場が活性化してモバイルオークションやモバイルショッピングの認知度が高まり、

利用者層が広がって需要が拡大すれば、当社グループにとってもメリットは大きいものと思われます。

当社グループでは、引き続き提携先との関係を維持、強化し、既存サービスのさらなる拡大を進めると

ともに、新規サービスの立ち上げにも積極的に取り組んでいく方針です。 

  

(2) サイトの安全性強化の取り組み 

 インターネットオークションやインターネットショッピングの普及に連れて、サイトの安全性維持に

対する社会的な要請は一層高まりを見せております。当社グループは、取引の場を提供する立場から、

ユーザが安心して利用できるようにサイトの安全性を強化していくことが必要であると考えておりま

す。当社グループでは、同業他社との連携も図りながら、個人情報保護や知的財産権侵害品対策等に関

するサイトの安全性強化に継続的に取り組んでいく方針です。 

  

(3) 知名度の向上 

 当社グループは、当社グループが運営するサービスの取扱高や会員数の増加を図り、事業規模を拡大

していくには、各サービスの知名度の向上が必要であると考えております。加えて、他社との提携等も

含めて事業展開をより有利に進めるため、また、それらの事業を支える優秀な人材を獲得するために

は、企業としての知名度の向上も重要であると考えております。当社グループでは今後、費用対効果を

見極めながら、広告宣伝活動及び広報活動を強化していく方針です。 

  

(4) 業容の拡大に対応した組織力の強化 

 当社グループは今後、既存事業の強化、拡大に加え、モバイル事業を中心としてＭ＆Ａや海外進出に

よる事業領域の拡大を推進していく計画です。これに対応して、社員のモチベーションを引き出す人事

制度の構築や権限委譲の促進、専門分野を有するエキスパートに加え、新卒採用強化等、組織力の向上

に取り組んでいく方針です。 

  



４ 【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性が

あると考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載して

おります。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に努める方針でありますが、当社の株式に関する投資判断は、本項及び本項以外の記載内容も併せて、

慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。  

 なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、別段の記載がない限り、本書提出日現在において当社

が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

(1) ＥＣ市場の拡大について 

 当社グループはＥＣの分野を主な事業領域としております。平成17年12月末現在、FTTH、DSL等のブ

ロードバンド契約数は2,237万回線となり、インターネット接続サービス契約数の72.6％を占めており

ます（総務省調べ）。また、平成18年３月末現在、高速データ通信が可能な第三世代携帯電話加入者数

は4,833万人となり、加入者全体の52.7％を占めております（電気通信事業者協会調べ）。いずれも引

き続き普及が進むものと思われ、当社グループではＥＣ市場の拡大傾向が今後も継続するものと考えて

おります。 

 しかしながら、ＥＣを巡る新たな規制の導入や何らかの予期せぬ要因により、当社グループの期待ど

おりにＥＣの普及が進まない場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性がありま

す。また、ＥＣの普及が進んだ場合であっても、当社グループが同様のペースで順調に成長しない可能

性があります。 

  

(2) 当社グループの事業について 

 ① ＥＣサイトの運営に伴うリスク 

 当社グループは、「モバオク」「ビッダーズ」等のＥＣサイトにおいては売買の場を提供するのみで

売買の当事者とはなっておりませんが、健康食品等を規制する「健康増進法」その他の法令に違反した

商品や偽ブランド商品等の出品及び詐欺行為等の違法行為が行われないように、出品物の審査や取引の

監視を行っております。また、「ビッダーズ」は盗難品の売買防止措置等に関し東京都公安委員会の審

査を受け、「古物営業法」に基づく認定を平成15年10月に受けております。なお、当社グループの会員

規約においては、出品された商品等に関する一切の事項や落札後の取引等について、当社グループが何

らの責任を負わない旨、明記されております。また、当社グループでは通信販売業者による広告を規制

する「特定商取引に関する法律」に基づき、広告の掲載に関する独自の基準を設定して自主規制を行っ

ております。さらに、広告主との約款において、広告内容に関する責任の所在が広告主にあることを確

認しています。また、当社の連結子会社である株式会社モバコレが平成18年４月から運営を開始した

「モバコレ」においては、同社が販売主体となって物販を行っておりますが、同社が販売した商品に瑕

疵もしくは著作権等の侵害が発生した場合、仕入先に責任を負っていただくことを原則として運営して

おります。 

 しかしながら、当社グループが運営するＥＣサイトで会員やその他利用者の間に重大なトラブルが発

生した場合、会員規約や約款の内容にかかわらず当社グループが法的責任を問われる可能性がありま

す。また、法的責任を負わない場合においても、ブランドイメージの悪化等により当社グループの事業

及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ② 他社との競合について 

 当社グループは、最適なユーザビリティを追求したサイトの構築、特色あるサービスの提供や商品の

品揃え、取引の安全性の確保やカスタマーサポートの充実等に取り組み、競争力の向上を図っておりま

す。 

 しかしながら、当社グループと同様にインターネットや携帯電話でＥＣ、ゲーム、広告等のサービス

を提供している企業や新規参入企業との競合激化により、当社グループの事業及び業績に影響を与える



可能性があります。 

  

 ③ Webコマース事業における提携サイトについて 

 Webコマース事業においては、自社サイトである「ビッダーズ」の運営に加え、マイクロソフト株式

会社が運営する「MSN(R)」やソニーコミュニケーションネットワーク株式会社が運営する「So-net」

等、日本国内の主要なポータルサイトやインターネットサービスプロバイダーが運営するサイトに対

し、当社グループはオークションサービスのプラットフォームとして「ビッダーズＥＣプラットフォー

ム」を提供しております。この「ビッダーズＥＣプラットフォーム」のサービスは、オークションサイ

トに出品される商品のデータベースを共有することで、どのサイトから出品された商品でも、すべての

サイトから入札できる仕組みになっており、これにより「ビッダーズ」へのアクセス数が当社グループ

単独の場合と比べて増加しております。 

 この「ビッダーズＥＣプラットフォーム」のサービスを提供している企業が自社内でオークションサ

ービスを開発したり、当社グループと競合関係にある他のオークションサービス提供企業と提携するな

どにより当社グループとの提携が解消された場合、「ビッダーズ」へのアクセス数が減少し、当社グル

ープの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ④ 他社との業務・資本提携等について 

 当社グループは、ＫＤＤＩ株式会社との業務提携によりｅショッピングモールサイト「au Shopping 

Mall」及びモバイルオークションサイト「ａｕオークション」を運営しております。ＫＤＤＩ株式会社

は両サイトに関する広告宣伝活動、会員獲得活動、決済機能の提供等において大きな役割を果たしてお

ります。また、長期安定的な関係を構築するため、株式会社モバオクはＫＤＤＩ株式会社から出資（議

決権比率は当社70％、ＫＤＤＩ株式会社30％）を受けております。 

 また、当社グループは株式会社千趣会との合弁により、モバイルＥＣを中心とした物販事業を展開す

る株式会社モバコレを平成18年２月に設立いたしました。議決権比率は当社51％、株式会社千趣会49％

となっております。株式会社モバコレは、平成18年４月より携帯電話向けのショッピングサイトを開始

し、同社は株式会社千趣会から商品調達等のマーチャンダイジングや在庫管理、物流に関するノウハウ

等の提供を受ける予定であります。 

 さらに、当社グループは株式会社三菱東京UFJ銀行と業務・資本提携を行っております。当社は平成

18年３月に株式会社三菱東京UFJ銀行に対して14,300株の第三者割当増資を行っております。また、当

社は平成18年５月にインターネット及び携帯電話上での決済サービスを提供する子会社として株式会社

ペイジェントを設立し、平成18年６月実施予定の第三者割当増資後、同社の議決権比率は当社50％、株

式会社三菱東京UFJ銀行40％、農林中央金庫10％となる予定であります。 

 当社グループは、今後もこれらの業務・資本提携及び合弁会社を通じた事業の拡大に取り組んでまい

りますが、当初見込んだ効果が発揮されない場合、またはこれらの提携等が解消された場合、当社グル

ープの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ⑤ 不特定多数の個人会員を対象とすることについて 

 当社グループのオークションサービスには、不特定多数の個人会員が出品しております。一般的に個

人会員の取引金額は少額であり、当社グループが個人会員から受け取っている手数料収入も少額なもの

となっております。このため、サービス規模の拡大に伴い個人会員が増加した場合、小口債権の増加に

伴い債権回収コスト及び未回収債権が増加し、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があ

ります。 

  

 ⑥ システム障害について 

 当社グループの事業は、パソコンやコンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに全面的に依存し

ており、自然災害や事故等によって通信ネットワークが切断された場合には、当社グループの事業及び

業績は深刻な影響を受けます。また、ＥＣサイトへのアクセスの急激な増加や電力供給の停止等の予測



不可能な様々な要因によってコンピュータシステムがダウンした場合、当社グループの事業及び業績に

影響を与える可能性があります。また、当社グループのコンピュータシステムは、適切なセキュリティ

手段を講じて外部からの不正アクセスを回避するよう努めておりますが、コンピュータウイルスやハッ

カーの侵入等によりシステム障害が生じ、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性がありま

す。 

  

 ⑦ 法的規制等について 

 当社グループは、「ビッダーズ」について東京都公安委員会より「古物営業法」の認定オークション

としての認定を受けております。「古物営業法」は、インターネットオークション事業者を届出制と

し、出品された古物に盗品等の疑いがあるときに警察に申告する義務を課すなどの規制を行っておりま

す。また、政府の知的財産戦略本部が平成18年６月に公表した「知的財産推進計画2006」では、インタ

ーネットオークションサイトにおける知的財産権侵害品対策について一層の自主的努力が求められてお

り、当社グループにおいても対策を推進しております。当社グループが運営するサービスのユーザの個

人情報に関しては「個人情報の保護に関する法律」の適用を受けております。また、「不正アクセス行

為の禁止等に関する法律」では、他人のＩＤ、パスワードの無断使用の禁止等が定められております。

そのほか、当社グループは「電気通信事業法」における電気通信事業者として同法の適用を受けており

ます。 

 今後、これらの法令等が強化され、または新たな法令等が定められ、当社グループの事業が制約を受

ける場合、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ⑧ 海外事業について 

 当社は、平成18年４月25日開催の取締役会において、中華人民共和国（中国）において携帯電話向け

サービスを展開していくため、100％出資子会社を平成18年７月（予定）に設立することを決議いたし

ました。当社では、中国は今後高い成長が見込まれる有望な市場であると考えておりますが、同国にお

ける特有の商習慣や政府規制等に対応できないなどにより事業の推進が困難になった場合には、投資を

回収できず、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ⑨ 新規事業について 

 当社グループは、事業規模の拡大と収益源の多様化を進めるため、今後、積極的に新サービスないし

新規事業に取り組んでいく考えであります。これによりシステム投資、広告宣伝費等の追加的な支出が

発生し、一時的に利益率が低下する可能性があります。また、予測とは異なる状況が発生するなどによ

り新サービス、新規事業の展開が計画どおりに進まない場合、投資を回収できず、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。 

  

 ⑩ 株式会社エアーリンク及び株式会社瀧本の買収について 

 当社は、平成18年６月22日の取締役会において、旅行代理店事業、保険代理店事業等を行う株式会社

エアーリンク及びその議決権の30%を保有する大株主で資産管理やダイレクトメール発送等を行う株式

会社瀧本の株式を取得し、それぞれ当社の子会社とすることを決議いたしました。株式会社エアーリン

クに対する当社の議決権比率は、直接所有割合が52.5％、間接所有割合を含めると82.4%になり、株式

会社瀧本に対する当社の議決権比率は100%となる予定です。株券引渡し期日は平成18年７月３日で、両

社は当社の連結子会社となる予定です。 

 当社グループでは、両社の旅行・保険代理店事業のノウハウ及び顧客基盤と当社のＥＣ事業のノウハ

ウ及び顧客基盤を元に積極的な事業展開を行うことでグループとしてのシナジー効果が十分に見込める

ものと考えておりますが、当初見込んだ効果が発揮されない場合、投資を回収できず、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 

  

(3) 個人情報保護について 



 当社グループ各社は、サービスの提供にあたり会員情報やクレジットカード情報等の個人情報を取得

し利用しているため、「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報取扱事業者としての義務が課

されております。個人情報については、社長を委員長とする個人情報管理委員会のもと、個人情報管理

規程及びガイドラインを制定し、個人情報の取り扱いに関する業務フローを定めて厳格に管理しており

ます。また、特定非営利活動法人日本プライバシーコンサルタント協会認定の個人情報保護に関する

「プライバシーコンサルタント」の資格取得者を中心に社員教育を充実し、個人情報保護に対する社内

の認識を高く維持するよう努めております。システム面でも情報セキュリティ技術により対策を講じ、

「ビッダーズ」については第三者機関による審査を受け「TRUSTe」（注）の認証を取得しております。

「ビッダーズ」出店店舗については、取引に必要な個人情報を店舗のパソコンにダウンロードできる期

間の制限や、クレジットカード情報を取得せずに決済が可能な仕組みの導入、店舗の個人情報管理体制

の強化支援等を推進しております。 

 しかしながら、個人情報の流出等の重大なトラブルが発生した場合には、当社グループへの損害賠償

請求や当社グループに対する信用の低下等により、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性

があります。 

 （注）「TRUSTe」とは、Webサイトの個人情報保護の信頼性を客観的に判断できるように、第三 

    者機関が審査し認証する個人情報保護認証規格であり、日本国内では特定非営利活動法 

    人日本技術者連盟が認証機関となっております。 

  

(4) 事業体制について 

 ① 代表者への依存について 

 当社の代表取締役社長である南場智子は、当社グループの創業者であり、創業以来の最高経営責任者

であります。同氏は、ＥＣに関する豊富な経験と知識を有しており、経営方針や事業戦略の決定及びそ

の遂行において極めて重要な役割を果たしております。当社グループでは、取締役会や経営会議等にお

ける役員及び幹部社員の情報共有や経営組織の強化を図り、同氏に過度に依存しない経営体制の整備を

進めておりますが、何らかの理由により同氏が当社グループの業務を継続することが困難になった場

合、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ② 人的資源及び内部管理体制について 

 当社グループは未だ業歴が浅く成長途上にあるため、今後の業容の拡大及び業務内容の多様化に対応

して、優秀な人材を適切な時期に確保するとともに、内部管理体制の一層の充実を図る必要がありま

す。しかしながら、人材の採用が順調に進まず、事業規模に適した内部管理体制の構築に遅れが生じた

場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ③ 技術革新への対応について 

 当社グループはインターネット関連技術に基づいて事業を展開しておりますが、インターネット関連

分野は新技術の開発及びそれに基づく新サービスの導入が相次いで行われ、非常に変化の激しい業界と

なっております。このため、技術革新に対する当社グループの対応が遅れた場合、当社グループの競争

力が低下する可能性があります。また、当社グループの技術開発体制は小規模であるため、開発までに

時間を要し、競争力の低下を招く可能性があります。さらに、新技術への対応のために追加的な支出が

必要となり、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ④ 知的財産権について 

 当社グループは、運営するサイト及びサービスの名称について商標登録をしております。一方、自社

開発のシステムや当社グループのビジネスモデルに関しても、特許権や実用新案権等の対象となる可能

性のあるものについては、その取得の必要性を検討しておりますが、現在までのところ権利を取得した

ものはありません。競合他社が特許等を取得した場合、その内容によっては競争の激化又は当社グルー

プへの訴訟が発生し、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 



  

 ⑤ 税務上の繰越欠損金について 

 当社は税務上の繰越欠損金があるため、平成18年３月期までは法人税を負担しておりませんが、業績

が順調に推移した場合、税務上の繰越欠損金が全額解消され、平成19年３月期から法人税が発生し、当

期純利益及びキャッシュ・フローが影響を受ける見込みです。 

  

⑥ 関連当事者との関係について 

 平成18年３月末現在、ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社は、当社の議決権の19.1%を

所有し、当社は同社の持分法適用関連会社となっております。同社の運営サイト「So-net」は、当社が

Webコマース事業において「ビッダーズＥＣプラットフォーム」のサービスを提供している提携サイト

であり、また当社は同社にサーバーの管理を委託しておりますが、事業上の依存関係はなく、取引金額

に重要性はありません。当社は経営に関する総合的な助言を得るため、同社より社外取締役を招聘して

おり、本書提出日現在、同社取締役兼執行役員である近藤幸直が就任しております。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

６ 【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

(1) 財政状態 

 当連結会計年度末における総資産は13,294,771千円となりました。 

 流動資産は12,778,820千円となりました。このうち現金及び預金が11,870,021千円であり、これには

平成18年３月27日付で実施した株式会社三菱東京UFJ銀行に対する第三者割当増資による資金調達額

4,492,173千円が含まれております。また、売掛金が827,069千円あり、その主な内訳は株式会社ソニー

ファイナンスインターナショナルが52,833千円、株式会社オプトが48,227千円であります。 

 固定資産は515,950千円となりました。このうち有形固定資産は192,526千円で、その主な内容はサー

バー等の器具備品であります。無形固定資産は213,234千円で、このうち181,682千円はWebアプリケー

ション等のソフトウェアであります。投資その他の資産は110,189千円で、その内容は本社事務所の賃

借に伴う差入保証金等であります。 

 流動負債は1,973,532千円となりました。このうち未払金が912,240千円あり、その主な内容は、社員

給与が59,095千円、マイクロソフトコーポレーションが24,919千円であります。また、前受金は

556,317千円あり、そのうち427,918千円はオークション＆ショッピングサイト「ビッダーズ」への出店

店舗に対する会員制ＥＣ支援サービス「クラブビッダーズ」の月会費であります。未払法人税等は

327,962千円あり、主として連結子会社である株式会社モバオクに係るものであります。 

 固定負債は8,931千円で、その全額が繰延税金負債であります。 

 資本の部は10,887,619千円となりました。上記の第三者割当増資の結果、資本金は4,284,376千円、

資本準備金は4,269,914千円となりました。 

 流動性に関する指標としては、当連結会計年度末において流動比率647.5%、自己資本比率81.9%とな

っております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は11,870,021千円となりました。各

キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりです。  

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は2,463,525千円となりました。主な収入要因は、税金等調整前当期純

利益1,880,927千円及び「ポケットアフィリエイト」の広告媒体費等の未払金の増加による収入447,915

千円であり、主な支出要因は「モバオク」の月額利用料や「ポケットアフィリエイト」の広告収入等の

売上債権の増加による支出369,416千円であります。  

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は295,988千円となりました。主な支出要因は、Webアプリケーション等

のソフトウェアの開発に伴う無形固定資産の取得による支出150,196千円及びサーバーの増設等に伴う

有形固定資産の取得による支出120,182千円であります。  

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  



 財務活動の結果得られた資金は5,055,294千円となりました。主な収入要因は、当社の株式会社三菱

東京UFJ銀行に対する第三者割当増資等による株式の発行による収入4,559,294千円であります。 

  

(3) 経営成績 

 当連結会計年度の売上高は6,429,240千円となりました。このうちモバイル事業の売上高は、携帯電

話専用オークションサイト「モバオク」の有料化や、アフィリエイトネットワーク「ポケットアフィリ

エイト」の規模拡大による広告収入の増加などにより、2,793,708千円となりました。Webコマース事業

においては、「ビッダーズ」の取扱高が24,982百万円となるなど規模が拡大した結果、売上高は

2,759,202千円となりました。また、ソリューション事業の売上高は876,329千円となりました。  

 売上原価は1,668,920千円となりました。主な内訳は、「ポケットアフィリエイト」の広告媒体費

978,864千円、減価償却費221,017千円であります。この結果、売上総利益は4,760,320千円となりまし

た。  

 販売費及び一般管理費は2,876,849千円となりました。その主な内容は、広告宣伝費145,649千円、販

売促進費785,899千円、人件費1,095,234千円であります。この結果、営業利益は1,883,470千円となり

ました。  

 営業外収益は33,898千円となり、その主な内容は契約に基づく債務消滅益（注）21,712千円でありま

す。また、営業外費用は32,112千円となり、その主な内容は平成18年３月の第三者割当増資等にかかる

新株発行費27,594千円であります。この結果、経常利益は1,885,256千円となりました。  

 特別損失は、電話設備の除却に係る固定資産除却損4,329千円であります。法人税、住民税及び事業

税330,358千円は、主として連結子会社の株式会社モバオクに係るものであり、当社は税務上の繰越欠

損金があるため法人税の負担がありません。以上の結果、当期純利益は1,487,285千円となりました。 

（注）契約に基づく債務消滅益とは、主にポイントプログラム規約に基づき使用期間満了となり支払不要となっ

た未払金、及びポケットアフィリエイト規約に基づき退会等により支払不要となった未払金の戻入です。  

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社は、税務上の繰越欠損金があるため当連結会計年度まで法人税を負担しておりませんでしたが、

業績が順調に推移した場合、平成19年３月期から法人税が発生する見通しです。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

  当連結会計年度の設備投資の総額は356,166千円であり、事業の種類別セグメントの設備投資に 

 ついて示すと、次のとおりであります。 

 (１) モバイル事業 

    「モバオク」「ポケットアフィリエイト」の拡大に伴うサーバー等の増設及び「モバゲータ 

        ウン」のサービス提供開始等を中心とする103,368千円の投資を実施しました。 

 (２) Webコマース事業 

    「ポケットビッダーズ」の強化及び「アフィリエイト2.0」のサービス提供開始等を中心と 

        する150,774千円の投資を実施しました。 

 (３) ソリューション事業 

    新規の案件に関するサーバー等を中心とする9,553千円の投資を実施しました。 

 (４) 全社共通 

    セキュリティ設備等を中心に92,470千円の投資を実施しました。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間平均雇用人員(１日８時間換算)を〔 〕内に外数で記載し

ております。 

４ 事業所の建物を賃借しております。年間賃借料は80,326千円であります。 

５ 上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

  

 
 (2) 国内子会社 

 平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 器具備品
ソフト
ウェア

ソフトウェ
ア仮勘定

合計

本社 
（東京都渋谷区）

全社（共通） 統括業務設備 33,894 48,012 19,715 - 101,622 38〔 8〕

本社 
（東京都渋谷区）

モバイル事業
ネットワーク
関連設備等

- 35,103 26,169 22,456 83,728 25〔 4〕

本社 
（東京都渋谷区）

Webコマース 
事業

ネットワーク
関連設備等

- 45,797 122,475 7,354 175,628 79〔50〕

本社 
（東京都渋谷区）

ソリューション 
事業

ネットワーク
関連設備等

- 6,500 1,312 518 8,331 7〔 1〕

事業所名 
(所在地)

事業部門 設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社 
(東京都渋谷区)

Webコマース 
事業

ネットワーク
関連設備等

一式 ３年～５年 20,061 43,482

会社名
事業所名 
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 器具備品
ソフト
ウェア

ソフト
ウェア
仮勘定

合計

(株)モバオク
本社 

(東京都渋谷区)
モバイル 
事業

ネットワーク 

関連設備等
- 19,784 12,009 - 35,373 12〔26〕

(株)モバコレ
本社 

(東京都渋谷区)
モバイル 
事業

ネットワーク 

関連設備等
- 3,433 - - 3,433 6〔 0〕



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 平成18年３月31日現在 

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名
事業所名 

(所在地)
事業部門 設備の内容

投資予定額
資金調達 

方法
着手年月

完了予定 

年月

完成後の 

増加能力総額 

(千円)

既支払額 

(千円)

提出会社

本社 

(東京都渋谷区)
モバイル事業

ネットワーク

関連設備等
416,500 - 自己資本

平成18年 

4月

平成19年 

３月
-

本社 

(東京都渋谷区)

Webコマース 

事業

ネットワーク

関連設備等
374,023 - 自己資本

平成18年 

4月

平成19年 

３月
-

本社 

(東京都渋谷区)
全社

社内業務 

システム
59,890 - 自己資本

平成18年 

4月

平成19年 

３月
-

(株)モバオク
本社 

(東京都渋谷区)
モバイル事業

ネットワーク

関連設備等
83,100 - 自己資本

平成18年 

4月

平成19年 

３月
-

(株)モバコレ
本社 

(東京都渋谷区)
モバイル事業

ネットワーク

関連設備等
18,000 - 自己資本

平成18年 

4月

平成19年 

３月
-



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの旧商法第280条ノ19第１項の

規定に基づく新株引受権並びに平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行

使により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 1,803,000

計 1,803,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 474,765 476,438
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 474,765 476,438 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権 

(平成12年４月28日定時株主総会決議及び平成12年８月25日臨時株主総会変更決議) 

  

 
  

(平成12年６月30日定時株主総会決議及び平成12年８月25日臨時株主総会変更決議) 

  

 
  

区分
事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注)４、５、６

471  ―

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注)４、５

41,700 ―

新株予約権の行使期間
平成14年４月29日から
平成18年４月29日まで

―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)     
(注)４、５

発行価格    41,700
 資本組入額 20,850

―

新株予約権の行使の条件 (注)３ ―

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡は認められ
ないものとします。

―

区分
事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注)４、５、７

93 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)    
(注)４、５

41,700 同左

新株予約権の行使期間
平成14年７月１日から
平成18年７月１日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)     
(注)４、５

発行価格    41,700
 資本組入額 20,850

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡は認められ
ないものとします。

同左



(平成12年８月25日臨時株主総会決議) 

  

 
  

(平成12年９月29日臨時株主総会決議) 

  

 
  

区分
事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注)４、５、８

21 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)     
(注)４、５

41,700 同左

新株予約権の行使期間
平成14年８月26日から
平成18年８月26日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)     
(注)４、５

発行価格    41,700
 資本組入額 20,850

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡は認められ
ないものとします。

同左

区分
事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    
(注)５、９

237 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)   (注)５ 41,700 同左

新株予約権の行使期間
平成14年９月30日から
平成18年９月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)   (注)５

発行価格    41,700
 資本組入額 20,850

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡は認められ
ないものとします。

同左



(平成13年３月28日臨時株主総会決議) 

  

 
  

(平成13年６月27日定時株主総会決議) 

  

 
  

区分
事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    
(注)５、10

237 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)   (注)５ 41,700 同左

新株予約権の行使期間
平成15年３月29日から
平成19年３月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)   (注)５

発行価格    41,700
 資本組入額 20,850

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡は認められ
ないものとします。

同左

区分
事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    
(注)５、11

41 39

新株予約権の行使時の払込金額(円)   (注)５ 41,700 同左

新株予約権の行使期間
平成15年６月28日から
平成19年６月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)   (注)５

発行価格    41,700
 資本組入額 20,850

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡は認められ
ないものとします。

同左



(平成13年８月24日臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社がその時点における目的となる株式１株あたりの発行価額を下回る１株あたりの払込金額によっ

て株主割当による新株発行を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる１

株未満の端数は切り捨てるものとします。 

 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、または株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要と認める株式数の調整を行うものとします。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。 

 
また、当社がその時点における目的となる株式１株あたりの発行価額を下回る１株あたりの払込金額によっ

て株主割当による新株発行を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数は切り上げるものとします。 

 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、または株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要と認める発行価額の調整を行うものとします。 

３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 対象者たる従業員は、新株引受権の行使時においても、当社従業員または取締役であることを要する。 

(2) 平成12年４月28日定時株主総会決議による新株引受権については平成15年４月29日、平成12年６月30日定

時株主総会決議による新株引受権については平成15年７月１日まで、平成12年８月25日臨時株主総会決議

による新株引受権については平成15年８月26日まで、平成12年９月29日臨時株主総会決議による新株引受

権については平成15年９月30日まで、平成13年３月28日臨時株主総会決議による新株引受権については平

成16年３月29日まで、平成13年６月27日定時株主総会決議による新株引受権については平成16年６月28日

まで、平成13年８月24日臨時株主総会決議による新株引受権については平成16年８月25日までは、対象者

各自に付与された新株引受権の目的たる株式の数の２分の１を上限に行使することができる。 

(3) 対象者の相続人による新株引受権の行使は認められないものとする。 

(4) 対象者は、新株引受権行使にあたって、一度の手続において付与を受けた新株引受権の全部または一部を

行使することができる。ただし、一度の手続において行使できる株式数は、１株またはその整数倍に限る

ものとする。 

(5) その他の条件につきましては、当社と付与対象者との間で締結した新株引受権付与契約に定めておりま

す。 

区分
事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    (注)５ 30 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)   (注)５ 41,700 同左

新株予約権の行使期間
平成15年８月25日から
平成19年８月25日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)   (注)５

発行価格    41,700
 資本組入額 20,850

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡は認められ
ないものとします。

同左

 調整後株式数＝調整前株式数×
調整前発行価額

調整後発行価額

 調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋新発行株式数×
１株あたり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
調整前発行価額

既発行株式数＋新発行株式数



４ 平成12年８月27日付で１株を８株の割合をもって株式分割を行い、さらに平成12年９月14日付で１株に対し

て３株の割合で株主割当増資を行ったことに伴い、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払

込金額、発行価格及び資本組入額は調整されております。 

５ 平成17年７月26日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付をもって普通株１株を３株に分割したこ

とにより、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整

されております。 

６ 新株予約権の目的となる株式の数は、平成12年４月28日の特別決議による新株発行予定数から、新株引受権

の行使により567株、退職等に伴う権利消失により1,719株減少しております。 

７ 新株予約権の目的となる株式の数は、平成12年６月30日の特別決議による新株発行予定数から、新株引受権

の行使により285株、退職等に伴う権利消失により1,227株減少しております。 

８ 新株予約権の目的となる株式の数は、平成12年８月25日の特別決議による新株発行予定数から、新株引受権

の行使により366株、退職等に伴う権利消失により1,218株減少しております。 

９ 新株予約権の目的となる株式の数は、平成12年９月29日の特別決議による新株発行予定数から、新株引受権

の行使により234株、退職等に伴う権利消失により666株減少しております。 

10 新株予約権の目的となる株式の数は、平成13年３月28日の特別決議による新株発行予定数から、新株引受権

の行使により228株、退職等に伴う権利消失により1,980株減少しております。 

11 新株予約権の目的となる株式の数は、平成13年６月27日の特別決議による新株発行予定数から、新株引受権

の行使により51株、退職等に伴う権利消失により2,280株減少しております。 

  



② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

(平成14年６月25日定時株主総会決議) 

  

 
  

(平成16年１月８日臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、または株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要と認める株式数の調整を行うものとします。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。 

 
また、当社がその時点における払込金額を下回る払込金額によって新株発行を行う場合（新株予約権の行使

により新株を発行する場合を除く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。 

 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、または株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要と認める払込金額の調整を行うものとします。 

区分
事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) 19 14

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    
(注)４、５

57 42

新株予約権の行使時の払込金額(円)   (注)４ 41,700 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月27日から
平成20年６月26日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)   (注)４

発行価格  41,700
資本組入額  20,850

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要します。

同左

区分
事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) 3,343 2,943

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    
(注)４、６

10,029 8,829

新株予約権の行使時の払込金額(円)   (注)４ 4,000 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月16日から
平成22年１月16日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)   (注)４

発行価格  4,000
資本組入額   2,000

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要します。

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋新規発行株式数×
１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前発行価額

既発行株式数＋新発行株式数



３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の行使時においても、当社従業員または取締役であることを要する。 

(2) 新株予約権者は、平成14年６月25日定時株主総会決議による新株予約権については平成17年６月26日ま

で、平成16年１月８日臨時株主総会決議による新株予約権については平成19年１月16日までは、各自に付

与された本件新株予約権の個数の２分の１を上限に行使することができる。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合、相続人による新株予約権の行使は認められないものとする。 

(4) その他の条件につきましては、当社と割当者との間で締結した新株予約権割当契約に定めております。 

４ 平成17年７月26日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付をもって普通株１株を３株に分割したこ

とにより、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整

されております。 

５ 新株予約権の目的となる株式の数は、平成14年６月25日の特別決議による新株発行予定数から、新株引受権

の行使により105株、退職等に伴う権利消失により123株減少しております。 

６ 新株予約権の目的となる株式の数は、平成16年１月８日の特別決議による新株発行予定数から、新株引受権

の行使により8,136株、退職等に伴う権利消失により195株減少しております。 

  



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権並びに平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権の行使による新株発行であります。 

２ 欠損補填に伴う資本準備金取崩し 

３ 欠損補填に伴う資本減少 

４ 有償・一般募集(ブックビルディング方式) 

 
５ 有償・オーバーアロットメントに係る第三者割当 

 
割当先：大和証券エスエムビーシー株式会社 

 
７ 有償・第三者割当 

 
  割当先：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日 

(注)１
1,215 132,031 1,990 1,625,119 ― 1,464,000

平成14年７月30日 
(注)１

1 132,032 62 1,625,182 62 1,464,062

平成15年４月28日 
(注)１

382 132,414 625 1,625,808 ― 1,464,062

平成15年６月24日 
(注)２

― 132,414 ― 1,625,808 △1,464,062 ―

平成15年８月８日 
(注)３

― 132,414 △929,788 696,019 ― ―

平成16年１月26日 
(注)１

305 132,719 499 696,519 ― ―

平成16年４月１日～ 
平成16年10月31日 

(注)１
1,472 134,191 6,800 703,320 3,064 3,064

平成17年２月15日 
(注)４

14,000 148,191 1,130,500 1,833,820 1,733,900 1,736,964

平成17年２月１日～ 
平成17年２月28日 

(注)１
6 148,197 375 1,834,195 375 1,737,340

平成17年３月16日 
(注)５

2,000 150,197 161,500 1,995,695 247,700 1,985,040

平成17年３月１日～ 
平成17年３月31日 

(注)１
114 150,311 7,130 2,002,826 7,130 1,992,170

平成17年４月１日～ 
平成17年10月31日 

(注)１
1,109 151,420 17,442 2,020,268 13,635 2,005,806

平成17年11月18日 
(注)６

301,910 453,330 ― 2,020,268 ― 2,005,806

平成18年１月１日～ 
平成18年３月８日 

(注)１
6,940 460,270 17,631 2,037,900 17,631 2,023,438

平成18年３月27日 
(注)７

14,300 474,570 2,246,086 4,283,986 2,246,086 4,269,524

平成18年３月28日 
(注)１

195 474,765 390 4,284,376 390 4,269,914

発行価格 220,000円 引受価額 204,600円

発行価額 161,500円 資本組入額 80,750円

発行価格 204,600円

発行価額 161,500円 資本組入額 80,750円

６ 株式分割 １：３

発行価格 314,138円

資本組入額 157,069円



８ 平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権並

びに平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使により発行済株式数

が1,673株、資本金が12,262千円、資本準備金が12,262千円増加しております。 

  



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が124株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 前事業年度末現在主要株主であった株式会社インデックスは、当事業年度末では主要株主でなくなりました。 

  

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 18 28 240 49 18 24,804 25,157 ―

所有株式数 
(株)

― 52,041 8,711 151,598 16,770 43 245,602 474,765 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 10.96 1.83 31.94 3.53 0.01 51.73 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ソニーコミュニケーションネットワ
ーク株式会社

東京都品川区北品川4-7-35 90,660 19.09

南場 智子 東京都渋谷区 75,960 15.99

株式会社インデックス 東京都世田谷区太子堂4丁目1-1 45,000 9.47

川田 尚吾 東京都世田谷区 15,580 3.28

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7-1 14,300 3.01

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 13,498 2.84

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 10,003 2.10

株式会社フォーバル 東京都渋谷区神宮前5丁目52-2 7,755 1.63

日本マスタートラスト信託株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 7,156 1.50

渡辺 雅之 東京都渋谷区 6,000 1.26

計 ― 285,912 60.22



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が124株（議決権124個）含まれ 

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 474,765 474,765 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 474,765 ― ―

総株主の議決権 ― 474,765 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定

に基づき新株引受権を付与する方法、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き新株予約権を発行する方法によるものであります。当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

  

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議によるもの 

  

 
(注) 上記の表に記載の株式の数は新株予約権付与時の株式数でありますが、平成12年８月27日付で１株を８株の割

合をもって株式分割を行い、また平成12年９月14日付で１株に対して３株の割合で株主割当増資を行い、さら

に、平成17年11月18日付で１株を３株の割合をもって株式分割したことに伴い、株式の数は調整されておりま

す。なお、付与対象者の退職による権利の喪失及び新株引受権の権利行使に伴う新株発行により、付与対象者

の区分及び人数は従業員１名(93株)となっております。 

  

 
(注) 上記の表に記載の株式の数は新株予約権付与時の株式数でありますが、平成12年８月27日付で１株を８株の割

合をもって株式分割を行い、また平成12年９月14日付で１株に対して３株の割合で株主割当増資を行い、さら

に、平成17年11月18日付で１株を３株の割合をもって株式分割したことに伴い、株式の数は調整されておりま

す。なお、付与対象者の退職等による権利の喪失及び新株引受権の権利行使に伴う新株発行により、付与対象

者の区分及び人数は従業員１名(21株)となっております。 

決議年月日 平成12年６月30日(平成12年８月25日一部変更)

付与対象者の区分及び人数 当社従業員９名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 17

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成12年８月25日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員９名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 17

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



  

 
(注) 上記の表に記載の株式の数は新株予約権付与時の株式数でありますが、平成17年11月18日付で１株を３株の割

合をもって株式分割したことに伴い、株式の数は調整されております。なお、付与対象者の退職等による権利

の喪失及び新株引受権の権利行使に伴う新株発行により、付与対象者の区分及び人数は従業員２名(237株)とな

っております。 

  

 
(注) 上記の表に記載の株式の数は新株予約権付与時の株式数でありますが、平成17年11月18日付で１株を３株の割

合をもって株式分割したことに伴い、株式の数は調整されております。なお、付与対象者の退職等による権利

の喪失及び新株引受権の権利行使に伴う新株発行により、付与対象者の区分及び人数は従業員２名(237株)とな

っております。 

決議年月日 平成12年９月29日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 379

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成13年３月28日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員15名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 815

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



  

 
(注) 上記の表に記載の株式の数は新株予約権付与時の株式数でありますが、平成17年11月18日付で１株を３株の割

合をもって株式分割したことに伴い、株式の数は調整されております。なお、付与対象者の退職等による権利

の喪失及び新株引受権の権利行使に伴う新株発行により、付与対象者の区分及び人数は従業員２名(39株)とな

っております。 

  

 
(注) 上記の表に記載の株式の数は新株予約権付与時の株式数でありますが、平成17年11月18日付で１株を３株の割

合をもって株式分割したことに伴い、株式の数は調整されております。 

  

決議年月日 平成13年６月27日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員７名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 790

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成13年８月24日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 10

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

  

 
(注) 上記の表に記載の株式の数は新株予約権付与時の株式数でありますが、平成17年11月18日付で１株を３株の割

合をもって株式分割したことに伴い、株式の数は調整されております。なお、付与対象者の退職等による権利

の喪失及び新株引受権の権利行使に伴う新株発行により、付与対象者の区分及び人数は従業員４名(42株)とな

っております 

  

 
(注) 上記の表に記載の株式の数は新株予約権付与時の株式数でありますが、平成17年11月18日付で１株を３株の割

合をもって株式分割したことに伴い、株式の数は調整されております。なお、付与対象者の退職等による権利

の喪失及び新株引受権の権利行使に伴う新株発行により、付与対象者の区分及び人数は従業員12名(8,829株)と

なっております。 

  

決議年月日 平成14年６月25日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員18名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 90

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成16年１月８日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役３名
当社従業員10名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 5,720

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、企業価値を継続的に拡大し、株主に対する利益還元を行うことを重要な経営課題として認

識しております。健全な財務体質の維持及び将来の事業拡大に備えるための内部留保とのバランスを

図りながら、各期の連結ベースの経営成績及び財政状態を勘案して、利益配当による株主に対する利

益還元を検討していく方針です。 

 当事業年度につきましては、将来の事業展開に備えて内部留保の充実を図るため、配当を実施しな

いことといたしました。 



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成17年２月16日から東京証券取引所市場(マザーズ)に上場されております。それ以前につ 

  いては、該当事項はありません。 

３ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)におけるものであります。 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) ― ― ― 930,000
1,160,000
※446,000

最低(円) ― ― ― 635,000
701,000
※242,000

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 328,000 303,000 353,000 446,000 393,000 355,000

最低(円) 252,000 267,000 263,000 299,000 272,000 283,000



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 
社長

南 場 智 子 昭和37年４月21日生

昭和61年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニ

ー・インク・ジャパン入社

71,060

平成２年６月 ハーバード大学経営大学院修士号

取得

平成８年12月 マッキンゼー・アンド・カンパニ

ー・インク・ジャパン パートナ

ー就任

平成11年３月 有限会社ディー・エヌ・エー設

立、取締役就任

平成11年８月 株式会社ディー・エヌ・エーに組

織変更、代表取締役就任

平成16年９月 当社代表取締役社長就任(現任)

平成17年６月 株式会社モバオク代表取締役社長

就任(現任)

平成18年２月 株式会社モバコレ代表取締役社長

就任(現任)

平成18年５月 株式会社ペイジェント代表取締役

社長就任(現任)

取締役
次世代 
戦略室長

川 田 尚 吾 昭和43年９月26日生

平成８年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニ

ー・インク・ジャパン入社

15,580

平成11年３月 有限会社ディー・エヌ・エー入社

平成11年８月 当社取締役就任(現任)

平成15年10月 当社サービス開発部長

平成18年４月 当社次世代戦略室長(現任)

取締役

グループ 
戦略室長 
兼 

管理部門管掌

春 田   真 昭和44年１月５日生

平成４年４月 株式会社住友銀行(現 株式会社三

井住友銀行)入行

1,050
平成12年２月 当社入社

平成12年９月 当社取締役総合企画部長

平成17年12月 当社取締役グループ戦略室長兼管

理部門管掌(現任)

取締役

モバイル 
事業部長 
兼 

Webコマース 
事業部管掌

守 安   功 昭和48年９月21日生

平成10年４月 日本オラクル株式会社入社

465

平成11年11月 当社入社

平成16年４月 当社モバイル事業部長

平成18年６月 当社取締役モバイル事業部長兼

Webコマース事業部管掌(現任)

取締役 近 藤 幸 直 昭和26年1月19日生

昭和49年４月 ソニー株式会社入社

―

平成８年12月 ソニーコミュニケーションネット

ワーク株式会社入社

平成10年４月 同社取締役就任

平成11年12月 同社常務取締役就任

平成12年６月 同社取締役兼執行役員就任（現

任）

平成17年６月 当社取締役就任（現任）

常勤監査役 渡 辺 武 経 昭和13年11月21日生

昭和37年４月 富士通信機製造株式会社(現 富士

通株式会社)入社

―

平成６年６月 同社常務理事 海外営業本部副本

部長兼第一システム営業統括部長

平成８年12月 同社常務理事国際営業本部副本部

長

平成10年６月 ニフティ株式会社代表取締役社長

就任

平成16年６月 当社監査役就任(現任)



 
(注) １ 取締役近藤幸直は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役渡辺武経、伊藤昭三及び村口和孝は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

監査役 乙 部 智 佳 昭和40年９月４日生

平成元年４月 株式会社日本興業銀行入行

709

平成11年８月  有限会社ディー・エヌ・エー(現 

 当社)入社、管理担当

平成17年11月  当社社長室内部監査担当

平成18年３月  当社退職

平成18年６月  当社監査役就任(現任)

監査役 伊 藤 昭 三 昭和11年10月26日生

昭和36年４月 トヨタ自動車工業株式会社(現 ト

ヨタ自動車株式会社)入社

―

平成５年５月 株式会社トヨタアメニティ代表取

締役就任

平成８年11月 千代田火災海上保険株式会社(現

あいおい損害保険株式会社)特別

顧問就任

平成12年４月 当社常勤監査役就任

平成18年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 村 口 和 孝 昭和33年11月20日生

昭和59年４月 日本合同ファイナンス株式会社

(現 株式会社ジャフコ)入社

―
平成10年７月 株式会社日本テクノロジーベンチ

ャーパートナーズ設立、代表取締

役就任(現任)

平成13年８月 当社監査役就任(現任)

計 93,764



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方 

当社は、企業価値の持続的な増大を図るには、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが不

可欠であるとの認識のもと、ガバナンス体制の強化、充実に努めております。まず、株主に対する説明

責任を果たすべく、迅速かつ適切な情報開示の実施と経営の透明性の確保を重視しております。また、

変化の速い経営環境に対応して、迅速な意思決定及び業務執行を可能とする経営体制を構築するととも

に、経営の効率性を担保する経営監視体制の充実を図ってまいります。さらに、健全な倫理観に基づく

コンプライアンスの体制を徹底し、株主、顧客をはじめとするステークホルダー（利害関係者）の信頼

を得て、事業活動を展開していく方針であります。今後も会社の成長に応じてコーポレート・ガバナン

スの体制を随時見直し、企業価値の最大化を図ることを目標としてまいります。 

  

(2) コーポレート・ガバナンス体制の状況 

  

 

  

① 取締役会 

取締役会は、本書提出日現在５名の取締役により構成され、うち４名が常勤取締役、１名が社外取締

役であります。毎月開催される定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

取締役会では、後述の経営会議での議論も踏まえて経営上の重要な意思決定を行うとともに、各取締役

の業務執行の監督を行っております。 

  



② 経営会議 

当社では、週１回、原則として常勤取締役、常勤監査役及び各部署の責任者が出席する経営会議を開

催しております。経営会議では、各事業の進捗状況についての検討、リスクの認識及び対策についての

検討、業務に関する重要な意思決定等を行っております。各部署からの報告に基づいて情報を共有しつ

つ十分な議論を行い、事業活動に反映させております。 

  

③ 経営戦略会議 

取締役会、経営会議等の意志決定に資するため、社長の諮問機関として常勤取締役、常勤監査役及び

各部署の責任者等が出席する経営戦略会議を月１回開催し、経営の方向性等に関する議論を行っており

ます。 

  

④ 監査役会 

当社は、監査役制度を採用しております。監査役会は本書提出日現在４名で構成され、うち３名が社

外監査役であり、うち１名が常勤監査役であります。常勤監査役は取締役会、経営会議等の重要な会議

への出席、重要な決裁書類の閲覧等を通じて、経営全般に関し幅広く検討を行っております。各監査役

は、社外の独立した立場から経営に対する適正な監視を行っております。監査役は、会計監査人と定期

的に面談して監査結果の報告を受け、コンプライアンス室に所属する内部監査担当者と意見及び情報の

交換を行い、相互に連携を図っております。 

  

⑤ 内部監査 

内部監査は、コンプライアンス室に所属する内部監査担当者１名が行っております。内部監査担当者

は、代表取締役社長により直接任命され、監査の結果を代表取締役社長に対し直接報告しております。

監査結果は被監査部署に通知され、後日、改善状況の確認が行われております。 

  

⑥ 監査法人 

会計監査については、新日本監査法人と監査契約を結んでおります。当社の会計監査業務を執行した

公認会計士は以下の通りであり、９名程度の補助者が監査業務に携わっています。 

指定社員 業務執行社員  宮下 怜 

指定社員 業務執行社員  玉井哲史 

  

(3)社外取締役及び社外監査役と提出会社の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

 ① 社外取締役 

当社の社外取締役である近藤幸直はソニーコミュニケーションネットワーク株式会社の取締役を兼任

しており、同社は平成18年３月31日現在、当社の議決権の19.1%を所有し、当社はソニーコミュニケー

ションネットワーク株式会社の持分法適用関連会社となっております。ソニーコミュニケーションネ

ットワーク株式会社の運営サイト「So-net」は、当社がWebコマース事業において「ビッダーズＥＣプ

ラットフォーム」のサービスを提供している提携サイトであり、また当社はソニーコミュニケーショ

ンネットワーク株式会社にサーバーの管理を委託しております。当社とソニーコミュニケーションネ

ットワーク株式会社との取引金額は、平成17年３月期においては4,642千円、当期においては27,669千

円であります。 



② 社外監査役 

当社の社外監査役である村口和孝は、当社の株主である日本テクノロジーベンチャーパートナーズア

イ弐号投資事業有限責任組合（議決権比率0.67%）、日本テクノロジーベンチャーパートナーズアイ四

号投資事業有限責任組合（議決権比率0.44%）、日本テクノロジーベンチャーパートナーズアイ参号投

資事業有限責任組合（議決権比率0.07%）及び日本テクノロジーベンチャーパートナーズアイ壱号投資

事業有限責任組合（議決権比率0.07%）の無限責任組合員を兼務しております。 

その他の社外監査役と当社の間には、重要な利害関係はありません。 

  

(4) 役員報酬の内容 

 
  

(5) 監査報酬の内容 

 
  

(6) 内部統制システムの構築にかかる取締役会の決議 

平成18年5月9日開催の取締役会において、以下の項目について内部統制システム構築の基本方針を決

議しております。 

①取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

③損失の危険の管理に関する規定その他の体制  

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制  

⑥監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項  

⑦前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項  

⑧取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制  

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 上記に伴い、法令遵守上疑義のある行為等について社内担当者または社外の弁護士に相談、報告を行

う内部通報制度の導入や、社内規程の見直し等を行うことになりました。 

  

社内取締役に支払った報酬 45,385千円

社外取締役に支払った報酬 ―千円

社内監査役に支払った報酬 ―千円

社外監査役に支払った報酬 7,050千円

     計 52,435千円

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 14,500千円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下の「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日内閣府令第5号)附

則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、初めて連結財務諸表を作成してい

るため、以下に揚げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロ

ー計算書については前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日

まで)及び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当事業年度(平成17年４月

１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受

けております。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 11,870,021

 ２ 売掛金 827,069

 ３ たな卸資産 1,319

 ４ 繰延税金資産 24,942

 ５ その他 76,776

 ６ 貸倒引当金 △21,307

  流動資産合計 12,778,820 96.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 40,589

     減価償却累計額 △6,695 33,894

  (2) 器具備品 342,361

     減価償却累計額 △183,729 158,632

   有形固定資産合計 192,526 1.5

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 181,682

  (2) その他 31,552

   無形固定資産合計 213,234 1.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 41,950

  (2) 繰延税金資産 459

  (3) その他 67,780

   投資その他の資産合計 110,189 0.8

  固定資産合計 515,950 3.9

  資産合計 13,294,771 100.0



 
  

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 未払金 912,240

 ２ 未払法人税等 327,962

 ３ 前受金 556,317

 ４ その他 177,012

  流動負債合計 1,973,532 14.8

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 8,931

  固定負債合計 8,931 0.1

  負債合計 1,982,463 14.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 424,688 3.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 4,284,376 32.2

Ⅱ 資本剰余金 4,269,914 32.1

Ⅲ 利益剰余金 2,320,309 17.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 13,018 0.1

  資本合計 10,887,619 81.9

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

13,294,771 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 6,429,240 100.0

Ⅱ 売上原価 1,668,920 26.0

売上総利益 4,760,320 74.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,876,849 44.7

   営業利益 1,883,470 29.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取配当金 80

 ２ 受取利息 1,145

 ３ 貯蔵品売却益 3,684

 ４ 出品キャンセル料収入 5,926

 ５ 契約に基づく債務消滅益 21,712

 ６ 雑収入 1,349 33,898 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 新株発行費 27,594

 ２ 雑損失 4,518 32,112 0.5

   経常利益 1,885,256 29.3

Ⅵ 特別損失

  １ 固定資産除却損 ※２ 4,329 4,329 0.1

      税金等調整前 
    当期純利益

1,880,927 29.2

      法人税、住民税 
    及び事業税

330,358

      法人税等調整額 △ 25,401 274,957 4.3

      少数株主利益 118,684 1.8

      当期純利益 1,487,285 23.1



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,992,170

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 増資による新株発行 2,246,086

 ２ ストックオプション権利 
   行使に伴う新株発行

31,657 2,277,743

Ⅲ 資本剰余金減少高 4,269,914

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 643,028

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 1,487,285

 ２ 子会社第三者割当増資に 
   伴う持分変動利益

189,996 1,677,281

Ⅲ 利益剰余金期末残高 2,320,309



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 1,880,927

   減価償却費 238,279

   固定資産除却損 4,329

   貸倒引当金の増加額 3,289

   受取利息及び受取配当金 △1,225

   売上債権の増加額 △369,416

   たな卸資産の減少額 33,553

   前渡金の減少額 2,716

   未払金の増加額 447,915

   未払消費税等の増加額 70,449

   前受金の増加額 181,176

   その他 △25,765

    小計 2,466,227

   利息及び配当金の受取額 1,225

   法人税等の支払額 △3,927

   営業活動によるキャッシュ・フロー 2,463,525

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △120,182

   無形固定資産の取得による支出 △150,196

   差入保証金の差入による支出 △25,609

   投資活動によるキャッシュ・フロー △295,988

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   株式の発行による収入 4,559,294

   連結子会社の第三者割当増資による収入 496,000

   財務活動によるキャッシュ・フロー 5,055,294

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 7,222,831

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 4,647,190

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 11,870,021



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社 ２社 会社名：株式会社モバオク     

    株式会社モバコレ 

 なお、株式会社モバオクは平成17年６月１日付

で当社の携帯電話専用オークション事業を分社し

設立されたものです。株式会社モバコレは平成18

年２月28日付で新たに設立出資されたものです。

 (2) 非連結子会社 １社 会社名：株式会社ディー・スタイル 

 なお、上記非連結子会社は、総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰余金が、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を与えていないため、連結の範

囲から除外しております。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用しない非連結子会社

１社

 

会社名：株式会社ディー・スタイル 

 なお、上記持分法非適用会社は、当期純損益及

び利益剰余金等が、いずれも連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から

除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する 

事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してお

ります。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び      

評価方法

①有価証券 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの

  連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)を採用しております。

②たな卸資産 

(イ)商 品 

  移動平均法による原価法を採用しております。 

(ロ)仕掛品 

  個別法による原価法を採用しております。 

(ハ)貯蔵品 

  移動平均法による原価法を採用しております。



項目
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産：定率法(ただし、ウェブを利用

したサービスを提供するために利用する有形固定

資産については定額法)を採用しております。   

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

 建物：３年～18年 

 器具備品：２年～10年 

②無形固定資産：定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、将

来の利用可能期間を見積もり、当社及び連結子会

社が合理的と判断した以下の耐用年数による定額

法を採用しております。 

 ウェブを利用したサービス提供に 

 係るもの：２年 

 その他：５年

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しております。

 (4) 重要な引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 (6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面

時価評価法によっております。

６ 利益処分項目等の取扱いに関する 

事項

 利益処分又は損失処理の取扱い方法について

は、連結会計年度中に確定した利益処分又は損失

処理に基づいております。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。



次へ 

  

会計処理の変更 

  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を当連結会計

年度から適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 非連結子会社に対するもの

      投資有価証券（株式）        15,000千円

※２ 当社の発行済株式数は、普通株式474,765株であります。

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要なもの

   

販売促進費 785,899千円

給与手当 728,672千円

貸倒引当金繰入額 12,939千円

※２ 固定資産除却損の内容

器具備品 4,329千円

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定  11,870,021千円

現金及び現金同等物 11,870,021千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額相当額 
(千円)

減価償却累計額相当額
(千円)

期末残高相当額  
(千円)

器具備品 69,659 27,573 42,086

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額

１年以内 17,456千円

１年超 26,026千円

合計 43,482千円

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 19,642千円

減価償却費相当額 18,047千円

支払利息相当額 2,226千円

 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

    利息相当額の算定方法 

      リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配 

      分方法については、利息法によっております。   

 

（減損損失について）  リース資産に配分された減損損失はありません。 

 



(有価証券関係) 

  

  １ その他有価証券で時価のあるもの 
    当連結会計年度末(平成18年３月31日現在) 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  当社は退職給付制度がないため、該当事項はありません。 

  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

              株式 5,000 26,950 21,950

合計 5,000 26,950 21,950



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産(流動)

貸倒引当金損金算入限度超過額 8,670千円

未払事業税等 36,821

未払人件費 2,338

未払金 10,067

未払費用 12,204

繰延税金資産(流動)小計 70,102

評価性引当額 △45,160

繰延税金資産(流動)合計 24,942千円

繰延税金資産(固定)

有形固定資産減価償却超過額 8,799千円

無形固定資産減価償却超過額 95,342

一括償却資産損金算入限度超過額 4,607

繰越欠損金 58,118

繰延税金資産(固定)小計 166,868

評価性引当額 △166,409

繰延税金資産(固定)合計 459千円

繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 8,931

繰延税金負債(固定)合計 8,931千円

繰延税金負債(固定)の純額 8,931千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった 

主な項目別内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.20

IT投資促進減税による税額控除 △0.17

住民税均等割等 0.22

将来減算一時差異等のうち繰延税金資産の
算定対象から除いたもの

△26.32

税効果会計適用後の法人税等の負担率 14.62％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(単位:千円) 

 
(注) １.事業区分の方法 

事業は、サービスの内容および特性を考慮して区分しております。 

２.事業区分の内容 

 
３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(429,648千円)の主なものは、当社の管理部

門等に係る費用であります。 

４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、10,691,076千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金(現金及び預金)及び管理部門等に係る資産であります。 

モバイル  
事業

Webコマース
事業

ソリューショ
ン事業

計
消去又は 
全社

連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

2,793,708 2,759,202 876,329 6,429,240 ― 6,429,240

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

112,626 40,427 ― 153,053 (153,053) ―

計 2,906,334 2,799,630 876,329 6,582,294 (153,053) 6,429,240

営業費用 1,770,336 1,975,815 522,976 4,269,128 276,640 4,545,769

営業利益 1,135,998 823,814 353,352 2,313,165 (429,694) 1,883,470

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

資産 2,092,812 497,972 46,205 2,636,990 10,567,781 13,294,771

減価償却費 32,587 189,187 2,992 224,767 13,511 238,279

資本的支出 103,368 150,774 9,553 263,696 92,470 356,166

事業区分 主要サービス

モバイル事業   ・携帯電話専用オークションサイト

    「モバオク」「auオークション」

  ・アフィリエイトネットワーク

    「ポケットアフィリエイト」

  ・携帯電話専用ゲームサイト

    「モバゲータウン」

  ・携帯電話専用ファッション系ショッピングサイト

    「モバコレ」

webコマース事業   ・オークション＆ショッピングサイト

    「ビッダーズ」

  ・携帯電話向け総合ショッピングサイト

    「ポケットビッダーズ」「au Shopping Mall」

ソリューション事業   ・EC関連のソリューションサービス



【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありませ
ん。 

       

【海外売上高】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

   海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

重要性がないため、記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

項目
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 22,932円65銭

１株当たり当期純利益 3,277円81銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

3,152円84銭

項目
当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

１株当たり当期利益金額

当期純利益（千円） 1,487,285

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,487,285

普通株式の期中平均株式数（株） 453,744

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（千円） ―

普通株式増加数（株） 17,985

（うち新株引受権及び新株予約権） (17,985)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益算定に含まれなかった潜在株式の概要

―

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

  該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ  流動資産

 １ 現金及び預金 4,647,190 10,464,631

 ２ 売掛金 457,653 643,071

 ３ 仕掛品 33,436 66

 ４ 貯蔵品 1,436 122

 ５ 前渡金 2,777 58

 ６ 前払費用 17,096 33,192

 ７ その他の流動資産 480 28,059

   貸倒引当金 △18,017 △20,607

  流動資産合計 5,142,054 93.2 11,148,596 93.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 20,701 40,589

    減価償却累計額 △2,801 17,900 △6,695 33,894

  (2) 器具備品 209,835 298,123

    減価償却累計額 △133,349 76,485 △162,709 135,414

   有形固定資産合計 94,385 1.7 169,308 1.4

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 910 790

  (2) ソフトウェア 195,825 169,672

  (3) ソフトウェア仮勘定 2,579 30,328

  (4) その他 432 432

   無形固定資産合計 199,748 3.6 201,225 1.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 24,050 26,950

  (2) 関係会社株式 15,000 285,679

  (3) 差入保証金 42,171 67,780

   投資その他の資産合計 81,221 1.5 380,410 3.2

  固定資産合計 375,355 6.8 750,944 6.3

  資産合計 5,517,410 100.0 11,899,540 100.0



  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 未払金 380,468 820,412

 ２ 未払費用 28,941 35,249

 ３ 未払法人税等 20,300 26,753

 ４ 未払消費税等 37,982 69,100

 ５ 前受金 375,141 488,640

 ６ 預り金 17,501 31,962

  流動負債合計 860,335 15.6 1,472,118 12.4

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 7,751 8,931

  固定負債合計 7,751 0.1 8,931 0.1

  負債合計 868,086 15.7 1,481,050 12.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 2,002,826 36.3 4,284,376 36.0

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,992,170 4,269,914

  資本剰余金合計 1,992,170 36.1 4,269,914 35.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 643,028 1,851,180

  利益剰余金合計 643,028 11.7 1,851,180 15.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 11,298 0.2 13,018 0.1

  資本合計 4,649,323 84.3 10,418,490 87.6

  負債及び資本合計 5,517,410 100.0 11,899,540 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,870,900 100.0 5,358,218 100.0

Ⅱ 売上原価 713,326 24.8 1,719,162 32.1

   売上総利益 2,157,574 75.2 3,639,056 67.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 19,073 13,732

 ２ 販売促進費 429,502 752,878

 ３ 貸倒引当金繰入 16,822 12,239

 ４ 貸倒損失 10,403 ―

 ５ 役員報酬 34,499 52,435

 ６ 給与手当 475,681 565,665

 ７ 賞与 ― 41,712

 ８ 雑給 182,703 223,507

 ９ 福利厚生費 67,261 89,679

 10 賃借料 63,352 80,326

 11 減価償却費 17,295 17,257

 12 その他 358,073 1,674,670 58.3 573,343 2,422,777 45.2

   営業利益 482,904 16.8 1,216,278 22.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 86 1,109

 ２ 受取配当金 40 80

 ３ 出品キャンセル料収入 5,053 5,926

 ４ 貯蔵品売却益 6,026 868

  ５ 契約に基づく債務消滅益 553 21,712

 ６ 雑収入 1,045 12,804 0.4 1,314 31,010 0.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 新株発行費 18,580 26,407

 ２ 株式公開関連費用 31,602 ―

 ３ 雑損失 2,024 52,207 1.8 4,517 30,925 0.6

   経常利益 443,500 15.4 1,216,364 22.7

Ⅵ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※１ ― ― 4,329 4,329 0.1

   税引前当期純利益 443,500 15.4 1,212,035 22.6

   法人税、住民税及び事業税 3,800 0.1 3,882 0.1

   当期純利益

 

439,700 15.3 1,208,152 22.5

   前期繰越利益 203,327 643,028

   当期未処分利益 643,028 1,851,180



売上原価明細書 

  

 
  

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 労務費 88,505 12.4 137,288 8.0

Ⅱ 経費 ※１ 624,821 87.6 1,581,873 92.0

 売上原価 713,326 100.0 1,719,162 100.0

前事業年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

※１ 経費の主な内訳は下記のとおりであります。

リース料 51,399千円

データセンタ費用 74,848

減価償却費 186,118

広告媒体費 246,447

※１ 経費の主な内訳は下記のとおりであります。

リース料 25,681千円

データセンタ費用 102,096

減価償却費 201,357

広告媒体費 1,043,719



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

当期より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については連結財務諸表において記載して

おります。 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 443,500

   減価償却費 203,413

   貸倒引当金の増加額 14,058

   受取利息及び受取配当金 △126

   新株発行費 18,580

   売上債権の増加額 △250,326

   たな卸資産の増加額 △34,872

   前渡金の増加額 △2,777

   未払金の増加額 280,768

   未払消費税等の増加額 13,051

   前受金の増加額 106,452

   その他 20,074

    小計 811,795

   利息及び配当金の受取額 126

   法人税等の支払額 △2,290

   営業活動によるキャッシュ・フロー 809,631

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △93,242

   無形固定資産の取得による支出 △206,935

   差入保証金の差入による支出 △4,991

   差入保証金の回収による収入 18,354

   投資活動によるキャッシュ・フロー △286,814

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   株式の発行による収入 3,279,897

   財務活動によるキャッシュ・フロー 3,279,897

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 3,802,713

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 844,477

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 4,647,190



④ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成17年６月25日)

当事業年度 
(平成18年６月25日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 643,028 1,851,180

Ⅱ 利益処分額 ― ―

Ⅲ 次期繰越利益 643,028 1,851,180



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用

しております。

(1) 子会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しており

ます。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 仕掛品

個別法による原価法を採用して

おります。

(2) 貯蔵品

移動平均法による原価法を採用

しております。

(1) 仕掛品

同左

(2) 貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法(ただし、ウェブを利用

したサービスを提供するために利

用する有形固定資産については定

額法)を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

 建物     ３年～18年

 器具備品   ２年～10年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、将来の利用可能期間

を見積もり、当社が合理的と判断

した以下の耐用年数による定額法

を採用しております。

 ウェブを利用したサービス提供

に係るもの ２年

 その他   ５年

(2) 無形固定資産

同左



 
  

 

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費

支出時に全額費用として処理してお

ります。

平成17年２月15日の有償一般募集に

よる新株発行(14,000株)は、引受証券

会社が発行価額以上で引受を行い、こ

れを引受価額と異なる発行価格で一般

投資家に販売する、いわゆる「スプレ

ッド方式」の売買引受契約によってお

ります。

「従来の方式」では、引受証券会社

に対し引受手数料を支払うことになり

ますが、「スプレッド方式」では、発

行価格と引受価額との差額が事実上の

引受手数料となりますので引受証券会

社に対する引受手数料の支払いはあり

ません。

平成17年２月15日の新株発行に係る

発行価格と引受価額の差額の総額

215,600千円は、「従来の方式」によ

れば、新株発行費として処理されるべ

き金額に相当します。

このため「従来の方式」によった場

合に比べ、当期の新株発行費は

215,600千円少なく、経常利益及び税

引前当期純利益は同額多く計上されて

おります。

新株発行費

支出時に全額費用として処理してお

ります。

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

――――

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法

 税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同左



 会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

―――― (固定資産の減損に係る会計基準)
 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審
議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る
会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年
10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を当連結会計
年度から適用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。

前事業年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

(貸借対照表) 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

(当期末残高８千円)は、金額的重要性がなくなったた

め、流動資産の「その他」に含めて表示しております。

――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
(注) 当事業年度については連結財務諸表を作成しているため連結財務諸表における記載事項として記載していま

す。 

  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 509,744株

発行済株式総数 普通株式 150,311株
 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 1,803,000株

発行済株式総数 普通株式 474,765株

２ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は11,298千

円であります。

２ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は13,018 

千円であります。

３ 平成15年６月24日開催の定時株主総会において、

下記の欠損填補を行っております。

資本準備金         1,464,062円

３ 平成15年６月24日開催の定時株主総会において、

下記の欠損填補を行っております。

   資本準備金         1,464,062円

前事業年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

※１                 ―――― ※１ 固定資産除却損の内容は、下記のとおりです。

      器具備品                   4,329千円

前事業年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年３月31日現在)

現金及び預金勘定 4,647,190千円

現金及び現金同等物 4,647,190千円
 

――――



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 92,421 32,288 60,133

 
 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

器具備品 69,659 27,573 42,086

 

 

２ 未経過リース料期末残高等

１年以内 17,416千円

１年超 43,482千円

合計 60,899千円

 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高

１年以内 17,456千円

１年超 26,026千円

合計 43,482千円

 

 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 48,880千円

減価償却費相当額 44,506千円

支払利息相当額 2,335千円

 
 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 19,642千円

減価償却費相当額 18,047千円

支払利息相当額 2,226千円

 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

同左

   利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

   利息相当額の算定方法

同左

  （減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はありません。



(有価証券関係) 

当事業年度については連結財務諸表を作成しているため「有価証券関係」(子会社株式及び関連会社で

時価のあるものは除く)の注記については連結財務諸表における注記事項として記載しています。 

  

前事業年度(平成17年３月31日現在) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

当事業年度(平成18年３月31日現在) 

  

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

  

区分 種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの

株式 5,000 24,050 19,050

合計 5,000 24,050 19,050



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別内訳 １ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別内訳

 

繰延税金資産(流動)

貸倒引当金損金算入限度超過額 7,194千円

未払事業所税等 7,948

未払人件費 4,016

未払金 4,578

未払費用 5,252

その他 41

繰延税金資産(流動)小計 29,033

評価性引当額 △29,033

繰延税金資産(流動)合計 ―千円

繰延税金資産(固定)

有形固定資産減価償却超過額 5,392千円

無形固定資産減価償却超過額 118,986

一括償却資産損金算入限度超過額 4,182

繰越欠損金 543,832

繰延税金資産(固定)小計 672,394

評価性引当額 △672,394

繰延税金資産(固定)合計 ―千円

繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 7,751千円

繰延税金負債(固定)合計 7,751

繰延税金負債(固定)の純額 7,751千円

 
 

繰延税金資産(流動)

貸倒引当金損金算入限度超過額 8,385千円

未払事業所税等 13,480

未払人件費 2,338

未払金 8,466

未払費用 12,204

繰延税金資産(流動)小計 44,875

評価性引当額 △44,875

繰延税金資産(流動)合計 ―千円

繰延税金資産(固定)

有形固定資産減価償却超過額 6,521千円

無形固定資産減価償却超過額 92,941

一括償却資産損金算入限度超過額 3,987

繰越欠損金 58,118

繰延税金資産(固定)小計 161,568

評価性引当額 △161,568

繰延税金資産(固定)合計 ―千円

繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 8,931千円

繰延税金負債(固定)合計 8,931

繰延税金負債(固定)の純額 8,931千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳

 

法定実効税率 40.69％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.74

住民税均等割等 0.86

将来減算一時差異のうち繰延税金資産の 
算定対象から除いたもの

△42.43

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.86％

 
 

法定実効税率 40.69％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.30

住民税均等割等 0.31

将来減算一時差異のうち繰延税金資産の 
算定対象から除いたもの

△40.98

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.32％

 



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
  

２ 当社は、平成17年７月26日開催の取締役会において、株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をし、平

成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式について、平成17

年11月18日付で普通株式１株につき３株に分割いたしました。当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報は以下のとおりであります。 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 30,931円36銭 21,944円52銭

１株当たり当期純利益 3,248円96銭 2,662円63銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
3,229円68銭 2,561円12銭

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 439,700 1,208,152

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 439,700 1,208,152

普通株式の期中平均株式数(株) 135,336 453,744

潜在株式調整後1株当たり当期純利益
金額

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 808 17,985

(うち新株引受権及び新株予約権) (808) (17,985)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

――― ―――

前事業年度
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 10,310円45銭

１株当たり当期純利益 1,082円99銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 1,076円56銭



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

 

１ 会社分割による携帯電話専用オークション事業部門

の分社化について

当社は平成17年４月25日開催の取締役会において、

分社型新設分割により、当社の携帯電話専用オークシ

ョン事業部門を、新たに設立する株式会社モバオクに

承継することを決議し、同日付で分割計画書に調印

し、平成17年６月１日をもって会社分割を実施いたし

ました。

(1) 分割の目的

動きの早いモバイル市場において、より効率的な経

営体制を構築し、機動的な事業展開を行うため、携帯

電話専用オークション事業部門を会社分割により分社

化することといたしました。

(2) 会社分割の日程

平成17年４月25日 分割計画書承認取締役会

平成17年６月１日 分割期日         

平成17年６月１日 分割登記          

(3) 分割方式 

当社を分割会社とし、株式会社モバオクを新設会社

とする分社型新設分割方式であります。株主総会の承

認を得ない簡易分割であります。 

新設会社が分割に際して発行する全株式を当社に割

り当てるものであります。 

(4) 新設会社の概要

商号：株式会社モバオク

事業内容：携帯電話専用オークションサイトの運営

代表者：代表取締役社長 南場 智子

資本金：50百万円

発行済株式総数：700株

従業員数：４名

(5) 分割事業部門の資産・負債の項目及び金額

            （平成17年３月31日現在）

資 産 負 債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 

固定資産

45,387千円

32,052千円

流動負債 

固定負債

8,471千円

－

資産合計 77,440千円 負債合計 8,471千円

２ 株式会社モバオクとＫＤＤＩ株式会社との共同事業

契約書の締結について

当社は平成17年４月25日開催の取締役会において、

当社が平成17年６月１日付で会社分割により設立する

株式会社モバオクとＫＤＤＩ株式会社の資本提携を含

む業務提携に関する共同事業契約書を締結することを

決議し、同日付で調印いたしました。

―――



 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

(1) 資本提携の内容

 当社は、ＫＤＤＩ株式会社との関係を長期安定的な

ものとし業務上の提携関係を深めることを目的とし

て、株式会社モバオクとＫＤＤＩ株式会社の資本提携

を行うことについてＫＤＤＩ株式会社と合意いたしま

した。

株式会社モバオクは、ＫＤＤＩ株式会社に対し、平

成17年６月21日付で第三者割当増資を行い、議決権比

率は当社70%、ＫＤＤＩ株式会社30%となりました。第

三者割当増資の概要は、以下のとおりであります。

①発行新株式数  普通株式 300株

②発行価額の総額   300,000千円

③資本組入額     150,000千円

(2) 業務提携の内容

①ＫＤＤＩ株式会社は、株式会社モバオクに対し、

取締役２名及び監査役１名を派遣します。

②当社及びＫＤＤＩ株式会社は、携帯電話専用オー

クション事業の有料サービス化に向けて最大限の

協力を行うものとします。

なお、これを受けて、平成17年７月１日付で、

株式会社モバオクが運営する携帯電話専用オーク

ションサイトを月額利用料315円（税込）の有料

サービスにする予定であります。



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  
  

 
(注) １ ソフトウェアの前期末残高には前期中に償却が終了したソフトウェア124,552千円を含んでおりません。 

２ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 

 
３ 株式会社モバオクの分社化に伴う減少額は次のとおりであります 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 その他有価証券 ブックオフコーポレーション㈱ 10,000 26,950

計 10,000 26,950

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 20,701 19,887 - 40,589 6,695 3,894 33,894

 器具備品 209,835 125,475 37,186 298,123 162,709 39,658 135,414

有形固定資産計 230,536 145,363 37,186 338,713 169,404 43,552 169,308

無形固定資産

 商標権 1,201 - - 1,201 410 120 790

 ソフトウェア 393,367 151,451 3,863 540,955 371,282 174,942 169,672

 ソフトウェア仮勘定 2,579 143,439 115,690 30,328 - - 30,328

 その他 432 - - 432 - - 432

無形固定資産計 397,580 294,891 119,554 572,918 37,128 175,062 201,225

器具備品 ： サーバー等の増設 94,325千円

ソフトウェア ： ウェブアプリケーションの開発 100,359千円

ソフトウェア仮勘定 ： ウェブアプリケーションの開発 102,305千円

器具備品 ： 30,624千円

ソフトウェア ： 3,863千円



【資本金等明細表】 

  

 
 (注)１ 発行済株式数の当期増加のうち、301,910株は株式分割によるものであります。  

   当社は、平成17年７月26日開催の取締役会において、株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をし、平

   成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式について、平 

   成17年11月18日付で普通株式１株につき３株に分割いたしました。 

２ 発行済株式数の当期増加のうち14,300株、資本金の当期増加のうち2,246,086千円及び資本準備金の当期増

加のうち2,246,086千円は、平成17年11月18日付の第三者割当増資による新株発行によるものであります。 

３ 発行済株式数の当期増加のうち8,244株、資本金の当期増加のうち35,463千円及び資本準備金の当期増加の

うち31,657千円は、新株引受権及び新株予約権(ストックオプション)の権利行使によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」は洗替による取崩額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) 2,002,826 2,281,550 - 4,284,376

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (150,311) (324,454) (-) (474,765)

普通株式 (千円) 2,002,826 2,281,550 - 4,284,376

計 (株) (150,311) (324,454) (-) (474,765)

計 (千円) 2,002,826 2,281,550 - 4,284,376

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金)

株式払込剰余金 (千円) 1,992,170 2,277,743 - 4,269,914

計 (千円) 1,992,170 2,277,743 - 4,269,914

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 18,017 20,607 9,649 8,367 20,607



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 3,052

預金

普通預金 644,582

郵便貯金 16,996

定期預金 9,800,000

預金計 10,461,579

合計 10,464,631

相手先 金額(千円)

株式会社ソニーファイナンスインターナショナル 52,833

株式会社オプト 48,227

インデックスミーメディア株式会社 34,893

エイベックスネットワーク株式会社 28,872

株式会社ツタヤオンライン 21,731

その他 456,513

計 643,071

期首残高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

457,653 4,239,508 4,054,090 643,071 86.3 47.4



ｃ 仕掛品 

 
  

ｄ 貯蔵品 

 
  

② 負債の部 

ａ 未払金 

  

 

 
(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

品名 金額(千円)

ＥＣシステム開発 66

計 66

品名 金額(千円)

キャンペーンプレゼント商品券等 122

計 122

相手先 金額(千円)

社員給与 59,095

マイクロソフト・コーポレーション 24,919

富士通株式会社 18,336

ＮＲＩネットワークコミュニケーションズ株式会社 18,251

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 16,982

その他 682,826

計 820,412



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数  ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
    三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
    三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録手数料 １件につき10,000円

  株券登録料 １枚につき500円

端株の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
    三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
    三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
（注）なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のと
おりです。 
 http://www.dena.ne.jp/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第７期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月27日関東財務局長に提

出。 

(2) 半期報告書 

  事業年度 第８期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月27日関東財務局長に

提出。 

(3) 臨時報告書 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

を平成18年１月27日に関東財務局長に提出。 

(4) 有価証券届出書及びその添付書類 

  第三者割当による新株発行 平成18年３月９日に関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年6月25日

株式会社 ディー・エヌ・エー 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ディー・エヌ・エーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ディー・エヌ・エー及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  下     怜  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  玉  井  哲  史  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月27日

株式会社 ディー・エヌ・エー 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ディー・エヌ・エーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第７期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ディー・エヌ・エーの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  下     怜  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  玉  井  哲  史  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年6月25日

株式会社 ディー・エヌ・エー 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ディー・エヌ・エーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第８期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ディー・エヌ・エーの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  下     怜  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  玉  井  哲  史  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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